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令和７年度 第１回 国立大学法人北海道大学経営協議会議事要旨 
 
日 時  令和７年６月 1６日（月）13:15～15:15 
場 所  北海道大学事務局大会議室 
出席者  2２名 
（学外） 大槻、加納、菊池、空閑、小坂、小髙、SACKO、杉江、鈴木、藤井、

三輪、渡辺 各委員 
（学内） 寳金、山口、横田、山本、髙橋、瀬戸口、行松、甲田、AHMADJIAN、

南須原 各委員 
（オブザーバー） 

髙橋監事、北村監事 
 

議   事 
 
議事に先立ち、新任の委員について紹介があった後、令和６年度第４回経営協議

会の議事要旨について確認があった。 
 
【 議 題 】 
１ 総長選考・監察会議委員の選出について 

総長から、資料１に基づき、経営協議会選出の総長選考・監察会議委員２名が
それぞれ、7月 31日、8月 31日で任期満了となることから、後任の委員を選出
したい旨説明があり、全出席委員による投票により選出することが了承された。 
引き続き総長から、投票立会人を髙橋監事、北村監事に依頼し、得票同数の場

合の委員の決定方法及び補欠委員の選出等について説明があった後、投票を
行った。 
投票の結果、8月 1日就任の総長選考・監察会議委員として大槻委員、9月 1

日就任の総長選考・監察会議委員として杉江委員が、補欠委員として空閑委員
（次点）及び藤井委員（次々点）が、それぞれ選出された。 

 
２ 令和８年度概算要求施設整備事業について 

総長から、資料２に基づき、令和８年度概算要求施設整備事業の案について説
明があり、審議した結果了承された。 
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引き続き総長から、順位付けについては一任いただきたい旨発言があり、了承
された。 

 
３ 令和８年度概算要求事項について 

総長から、資料３に基づき、令和８年度概算要求事項について説明があり、審
議した結果了承された。 
引き続き総長から、順位付けについては一任いただきたい旨発言があり、了承

された。 
 
（主な意見） 
・複数の部局にまたがる研究テーマの総合力発揮を新設する組織に委ねる意味は
理解できるが、個々の研究者が部局の壁を乗り越えて、本学が持つ多様な研究資
源を最大限活用する意識を高く持っていれば、管理組織の新設は必須ではない
と考えられるため、研究者の意識改革が必要である。 

 
４ 令和６事業年度決算について 

総長から、資料４及び５に基づき、令和６事業年度の財務諸表の案について説
明があり、審議した結果了承された。 
引き続き総長から、今後、軽微な修正については一任願いたい旨発言があり、

了承された。 
 
【 報告事項 】 
１ 指定国立大学法人の申請要件充足について 
  総長から、資料６に基づき、指定国立大学法人の申請要件を、本学が初めて充
足したことについて、報告があった。 

 
（主な意見） 
・大学の研究成果を活用して商品開発等を行う大学発ベンチャーへの出資メリッ
トは大きいと思うので、申請を前向きに考えていただきたい。 

・他の主要な大学が指定国立大学法人として指定されている中で、本学が指定を
受けていないというのは、本学のステータスや優秀な学生確保に影響を及ぼす
可能性があるので、選択肢として申請を是非検討すべき。 
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・本学が指定国立大学法人ではないことは、本会議の委員として残念に感じる部
分がある。 

 
２ 令和６年度資金の運用状況について 

総長から、資料７に基づき、令和６年度における資金の運用状況について報告
があった。 

 
【 意見交換 】 
１ 国立大学及び本学を取り巻く財務状況について 

「国立大学及び本学を取り巻く財務状況について」をテーマに、資料８に基づ
き、甲田理事から説明があった後、種々意見交換が行われた。 

 
（主な意見） 
・企業とウィンウィンの関係を築くことができる共同研究に集中すべきである。
各業界の卒業生を通じて企業ごとの個別戦略を立てたり、産学連携専任の理事
を設け、その下にマーケティング力のある人をつける、というような体制整備な
ど、企業対応の仕方が問われていると考える。 

・多様な収益源の確保と効率的な資金運用により、無駄な費用を減らすことが重
要。例えば、即効性のあるものは企業との連携、中長期的な視点としては、高度
人材の育成が考えられ、人材の集積が進むと、自然に企業も集まってくると考え
る。 

・宇宙開発事業や、食などの 1 次産業に関する分野については、本学の強みであ
ると同時に北海道の魅力を高めることになるため、現時点の取り組みを維持、向
上させ、さらに当該事業へ取り組んでいただきたい。 

・産学連携は重要だが、基礎研究に目が届きにくくなる懸念もあることは日本の
課題として指摘されている。 

・寄附に関しては、実績のあるプロのファンドレイザーの存在が重要である。 
・対企業としてはトップがいいアプローチをするしかないが、対個人としては、海
外の大学では、卒業生に直接連絡をとる事例がある。日本において寄附文化は根
付いていないが、同窓会組織の活用などにより、寄附分野に積極的に乗り出して
いただきたい。 

・寄附に対するインセンティブが重要であり、例えば施設のネーミングライツな
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どが考えられる。 
・人事院勧告による賃上げについて、運営費交付金が削減されている中、研究及び
教育活動に使える費用が減少して、国を支える高等教育を維持することが非常
に厳しい状況にある。各国立大学の経営協議会が団結して、人事院勧告分だけで
も運営費交付金を増額するよう国へ請願書を出してはどうか。 

・トップセールスももちろんだが、教員一人一人においても、資金調達のモチベー
ションが保たれる仕組みが必要と考える。例えば、学部ごと、研究室ごとに目標
を持って取り組めるような制度などを検討するとよい。 

・収入予算の約１／３が病院収入となっており、大学の中でも医学系の教職員が
持つ役割も多い中、北海道という広大な土地に対して地域貢献をしなければな
らず、モチベーションを保つための方法を考える必要がある。 

・共同研究は重要だが、そのための健全な研究環境や設備等を整えるための予算
確保がまず重要である。 

・本学は不動産や研究林などの資産を持っており、中には休眠状態のものもある
ため、制度上可能かどうかわからないが、何らかの事業会社を立ち上げ、資産を
貸し出すことで、定常的に資金調達をする方法を検討してはどうか。 

・本学の場合、クラーク会館などの貸出は民間からニーズがあると思われる。 
・現状、受け身の資金調達が多いと感じるので、もっと呼び込みを活発にして、５
～10年プランで本学のブランドイメージを構築できればよい。 

・古い建物は光熱費がかさむため、一時的に投資してでも建て替えて、光熱費の省
力化を図り、長期スパンで光熱費の改善を目指す議論があってもよい。 

・学費面で財務状況を改善することはやはり難しいのかという点が気になった。 
・ハーバード大学の留学生受け入れに関する報道を見て残念に感じた。報道のさ
れ方と大学の事情は異なることは理解するので、財務状況も関係するかとは思
うが、引き続き北海道においては本学が国際的な面でもリードする姿勢を見せ
ていただきたい。 

・起業について、日本と海外ではビジネスケースの作り方の感覚が違い、海外の提
案は経営者にもわかりやすいものとなっている。海外の企業と事業連携をめざ
すのであれば提案の仕方を検討するとよい。 

・北海道の中の北大なのか、日本の中の北大なのか、世界の中の北大なのか、国内
の大学間での競争も厳しいため、ユニークネスを再度考えていくべきと考える。 

（ 以 上 ） 


